
○ 限られた財源の中で持続的な介護給付を行っていく上で、選択と集中の考え方は不可欠。中度・重度の要
介護者が増えていく中で、そういう方々への身体介護や生活援助に重点化を図ることが必要なのではない
か。 

○ 要支援者等の軽度者に関しては、一般高齢者施策を充実させることで対応ができるのではないか。 
○ これらのサービス抑制が実施されると、一部の軽度者が重度化する可能性も予測されるため、かえって重
度者を増やす可能性が懸念される。 

○ 日本の介護保険制度は、軽度者からでも利用できるように制度設計されたことが多くの国民の理解を得、
支持を受けている。利用者からの不満の声が一番大きかったのは、生活援助を中心とした給付抑制策。 

○ 認知症は早期発見をして軽度の時にしっかりケアをすれば重度化しない。軽度の時こそしっかりしたサー
ビスを提供することで費用対効果も大きい。 

Ⅲ 介護保険制度の見直しについて 
１ 要介護高齢者を地域全体で支えるための体制の整備（地域包括ケアシステムの構築） 
（２）要支援者・軽度の要介護者へのサービス 

○ 今後さらなる高齢化の進展とともに、介護給付が大幅に増加していくことが見込まれており、重度者や
医療ニーズの高い高齢者に対して給付を重点的に行い、要支援者・軽度の要介護者に対する給付の効率化
と効果の向上を図ることが適当か否かを検討する必要がある。 

○ 要支援者・軽度の要介護者にかかる給付については、次のような二つの意見があった。 
・ 生活援助などは要支援者・軽度の要介護者の生活に必要なものであり、加齢に伴う重度化を予防する

観点からも、その給付を削減することは反対である。 
・ 介護保険制度の給付の対象外とすることや、その保険給付割合を引き下げ、利用者負担を、例えば２

割に引き上げるなどの方策を考えるべきである。 
○ 要支援者・軽度の要介護者へのサービス提供のあり方については、保険給付の効率化・重点化の観点の

みならず、重度化の防止、本人の自立を支援するという観点から、その状態にあった保険給付のあり方に
ついて、今後、さらに検討することが必要である。 

主な意見 

介護保険部会意見書（抜粋） 
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要支援者の利用者負担に関する 
昨年の介護保険部会での議論 
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要支援・要介護別の受給者数と費用額の伸びは、平成１８年度の予防給付導入後、要支援及び要介
護のいずれも、ゆるやかな伸びとなっているが、要支援向け給付の伸びが要介護向けより大きい状
況は変わらず。 
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資料出所：厚生労働省「介護給付費実態調査」 

平成１８年度の予防給付導入前後の要支援・要介護別の 
受給者数及び費用額の伸び 
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○ 利用者別、提供時間別のいずれにおいても、生活援助が９割以上を占める。 
○ サービス内容では、「掃除」・「調理・配下膳」の利用頻度が高い（平均所要時間は

３５分～４５分程度（サービス準備４．４分を合算））。 

生活援助の行為ごとの平均サービス提供時間（※2） 

行為区分別利用者数（※１） 行為区分別提供時間数（※１） 

    資料：  ※１：平成22年度財務省予算執行調査を老健局で再集計    ※3：介護給付費実態調査 平成17年4月審査分 
          ※2：株式会社ＥＢＰ「訪問サービスにおける提供体制に関する調査研究事業」（平成23年度厚生労働省老人保健健康増進等事業） 

予防給付のサービスの提供実態について（訪問介護） 
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  要支援 

30分以上～１時間未満 39.2% 
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１時間３０分～２時間 32.1% 
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１回あたりのサービス利用時間の分布（※２） 

（参考）制度導入時の生活援助サービス利用状況（※3） 
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平成22年度財務省予算執行調査 

調査内容 
   身体介護を中心とした予防ケアプランを使用している利用者と生活援助を中心とした 
 予防ケアプランを使用している利用者の、１年前から現在までの要支援度を比較。 
  各利用者について、サービス行為内容別のサービス提供時間数と、当該サービスの 
 目的（位置づけ）を先に調べた要支援度等の改善状況と対照し、分析する。 
 （対象調査件数 ５３７件） 

調査結果及びその分析 
○主として身体介護をおこなっているもの＝２８件、生活援助をおこなっているもの＝５０９件 
○１年前と現在の要支援度を比較したところ、下記のとおり 

介護予防訪問介護で提供しているサービスの大半は、「掃除」「買い物」「調理」であった。 
（１９４件中１２０件「掃除」２９件「買い物」１９件「調理」 

悪化（４％） 

維持・改善（９６％） 

悪化（１０％） 

維持・改善（９０％） 

身体介護 生活援助 

平成２２年度財務省予算執行調査結果 
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予防給付のサービス内容と介護予防効果 

○ 通所介護では、運動器機能向上のサービスを受けている利用者の軽度化群・維持群の割合が、そ
の他の通所介護の利用者の割合と比較して有意な水準で高い。 

○ 通所リハビリについても同様。 

選択的サービスの利用による介護予防効果 

〔出典〕株式会社三菱総合研究所「新予防給付のサービス内容と介護予防効果に関する基礎的分析事業」
（平成21年度老人保健健康増進等事業） 

予防給付のサービス利用状況（利用しているサービス種類）別のアウトカムについて分析 
 ※分析対象：2006年4月～2009年3月の認定支援ネットワーク及び介護給付費実態調査の個表データを利用 
        （新規認定者Ｎ＝263,845人、継続認定者189，967人） 
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論  点 

○ 社会保障・税一体改革においては、重度化予防・介護
予防として要介護認定者数を2025年に現行ベースより
3％程度減少させることが課題となっている。 

 
  この実現に向けた制度的な対応として、 

• 予防給付について、利用者負担割合を引き上げるこ
とについてどう考えるか。 

• 予防給付の内容や方法について検討が必要ではな
いか。 
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